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2021 年度 住宅法制度改正を読み解く！！ 

コロナ禍の中の住宅取得支援策 

株式会社 山西 西 垣 洋 一

住宅政策の方向性を定める「住生活基本計画」の見直しも進み、2020 年 11 月の中間とりまとめにおい

て、住宅政策の課題を「居住者」「地域・まちづくり」「ストック」の 3つの視点から今後の方向性が示さ

れました。他方コロナ禍の中、政府は持続化給付金の支給など各種の給付金や融資を展開し、住宅市場に

向けても各種の住宅取得支援策が用意されています。 

1 住宅ローン減税・・・・住宅ローン減税の控除期間が 13 年間（期限延長） 

2 すまいの給付金・・・・収入に応じて最大 50 万円を給付 

3 住宅取得のための資金に係る贈与税非課税措置・・・・贈与税非課税枠は最大 1,500 万円 

4 グリーン住宅ポイント制度の創設・・・・新築最大 40 万円、リフォーム最大 30 万円相当 

コロナ禍により社会・経済状況が厳しさを増す中、住生活基本計画で示された家づくりの方向を的確に

掴み、政府の住宅取得支援策を最大限に活用し、受注を獲得することが大切です。 

あすなろ会の皆様のサポートの一環として、平成 22 年に住宅版エコポイントが創設されて以来、復興

支援・住宅エコポイント、省エネ住宅ポイント、次世代住宅ポイントの施策に、愛知・岐阜・三重の 3

県、10 営業拠点にて申請窓口を開設、多くの実績を積み上げています。3月 29 日より始まる高い省エネ性

能を有する住宅を取得する者等に対する支援制度・グリーン住宅ポイント制度においても、体制を強化し

て取り組んで参りますので、ご活用して頂きたいと思います。 

又、平成 27 年度より始まった地域型住宅グリーン化事業（地域における木造住宅の関連事業者が「グ

ループ」をつくり、省エネルギー性能や耐久性に優れた木造住宅・木造建築物の整備及び木造住宅の省エ

ネ改修を促進し、これと併せて行う三世代同居への対応等に対しての支援事業）においても、あすなろ会

の皆様をはじめとする地域の皆様とグループ「あすなろ住まい創りの会 東海」を立ち上げ、国土交通省の

採択を得、事務局として会に参画して頂いている工務店様で住宅を建てられたお施主様の補助金支給のサ

ポートを図っています。 

今後も様々なサポート体制を構築し、皆様の受注支援を図って参りますので、変わらぬご愛顧の程お願

い致します。 

2021 年 3 月吉日 

あすなろ会顧問 

代表取締役社長 

住生活基本計画 見直しの３つの視点 

住宅取得 ４つの支援策 

㈱山西 住宅取得支援サポート 

・子供を産み育てやすい住まいの実現 

・高齢者が住み慣れた地域で自立して暮らし続けられる住生活の実現 

・住宅確保要配慮者が安心し暮らせる居住環境の整備 

・柔軟な働き方や新技術の活用による住まい方の実現 

＜「居住者」の視点 ＞

・将来世代に継承できる良質な住宅ストックの形成 更新

・良質なストックが市場で評価され、循環するシステム構築

・魅力の向上や長寿化に資する既存ストックのリフォーム・

  リノベーションや建て替え等の推進 

・空家の状況に応じた適切な管理･再生･活用･除去の推進 

・居住者の利便性や豊かさを向上させる住生活産業の発展 

＜「ストック」の視点 ＞

・将来にわたって災害に強い居住空間の実現 

・多様な住民や世代が支え合い、いきいきと安心し 

て暮らせる地域共生社会づくり 

・持続可能で賑わい・うるおいのある住宅地の形成 

＜「地域・まちづくり」の視点 ＞


